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平成 24 年度税制改正の概要 

 

平成 24 年度税制改正においては、平成 22 年度・平成 23 年度税制改正から税

制抜本改革へと通じる、税制全体及び各税目についての基本的な考え方に立脚

しつつ、特に喫緊の対応を要する、①新成長戦略実現に向けた税制措置、②税

制の公平性確保と課税の適正化に向けた取組み、③平成 23 年度改正における積

残し事項への対応等を中心に、次のとおり所要の措置が講じられる。 

 
（個人所得課税） 

○ 住宅ローン減税制度の対象に、認定省エネ住宅（都市の低炭素化の促進に

関する法律に規定）を追加する。→図表１ 

○ 給与所得控除について、給与収入が 1,500 万円を超える場合に一律 245 万

円の上限を設ける。→図表２ 

○ 特定支出控除について、次のとおり範囲の拡大等を行い、給与所得者の実

額控除の機会を拡大する。→図表３ 

・ 弁護士、公認会計士、税理士などの資格取得費、勤務必要経費（図書費、

衣服費、交際費）を追加 

・ 適用判定の基準を給与所得控除額の２分の１（現行：控除額の総額）と

する。 

○ 勤続年数５年以下の法人役員等の退職金について、２分の１課税を廃止す

る。→図表４ 

 

（法人課税） 

○ 平成23年度末で期限切れを迎える試験研究費の増加額等に係る税額控除制

度（研究開発税制の上乗せ特例である増加型・高水準型の措置）の適用期限

を２年延長する。→図表５ 

○ 平成 23年度税制改正で創設した環境関連投資促進税制（30％の特別償却等）

を拡充し、太陽光パネルや風力発電設備に係る即時償却制度を創設する。→

図表６ 

○ 原子力災害からの復興を支援するため、福島復興再生特別措置法の制定に

伴う税制上の措置を講じる。→図表７～図表 10 

・ 復興特区税制の特例（福島県の全地方公共団体が課税の特例を含む復興

推進計画の策定可能） 

・ 避難解除区域において被災者を雇用した場合の税額控除制度等の創設 等 
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（資産課税） 

○ 直系尊属から受ける住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置（現行非課

税限度額は1,000万円）について、適用期限を３年延長した上で、省エネルギ

ー性・耐震性を備えた良質な住宅用家屋を新築等した場合、平成24年中にお

いて、限度額を1,500万円に拡充する等の見直しを行う。→図表11 

○ 山林に係る相続税の納税猶予制度を創設する。→図表12 

○ 相続税の連帯納付義務を緩和する。→図表 13 
 

（環境関連税制等） 

○ 自動車重量税について、次のとおり改正する。→図表 14 

・ 車検証の交付等の時点で燃費等の環境性能に関する一定の基準（現時点

で平成27年度燃費基準等）を満たしている自動車には、平成24年５月１日

以降、本則税率（自家用乗用車の場合、2,500円/0.5t・年）を適用する。 

・ 上記以外の自動車に適用される「当分の間税率」について、13 年超の自

動車を除き、引下げ（同、5,000円→4,100円/0.5t・年）を行う。 

・ 「エコカー減税」について、燃費基準等の切り替えを行うとともに、特

に環境性能に優れた自動車に対する軽減措置を拡充（車検１回目の免税に

加え、２回目を50％軽減）した上で、平成27年４月まで３年延長する。 

○ 全化石燃料を課税ベースとする石油石炭税に「地球温暖化対策のための課

税の特例」を設け、ＣＯ2排出量に応じた税率を上乗せする（平成 24 年 10 月

１日から実施し、税率を段階的に引上げ）。→図表 15 

○ 国産ナフサ等に関する石油化学製品製造用揮発油等に係る石油石炭税の免

税・還付措置を当分の間、延長する。→図表 16 
 
（国際課税） 

○ 5,000 万円を超える国外財産を保有する個人に対し、その保有する国外財産

に係る調書の提出を求める国外財産調書制度を創設する。→図表 17 

○ 平成 23 年 11 月に税務行政執行共助条約に署名したこと等を踏まえ、徴収

共助等に関する国内法の規定の整備を行う。→図表 18 

 

（沖縄関連税制） 

○ 国際物流(新設)、情報通信、金融の各特区における所得控除制度を拡充（所

得控除率を 35％から 40％へ引上げ等）するとともに、観光地形成促進、産業

イノベーション（産業高度化・事業革新促進地域）等に係る特区を創設する。
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→図表 19 

 

以上、平成 24 年度の税制改正（国税関係）による増減収見込額は、初年度 177

億円の増収、平年度 3,030 億円の増収である。→図表 20 

 

※平成 24 年度税制改正及び税制抜本改革の解説については、金子隆昭「税制抜本改革の実現を

目指す税制改正」参議院事務局企画調整室『立法と調査』第 325 号（2012.2）を参照。 

 

（内線 75186,75189,75190） 
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図表２．給与所得控除の見直し（案） 

（出所）財務省資料 

 

図表１．住宅ローン減税の拡充（案） 

（出所）財務省資料 
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図表３．特定支出控除の見直し（案） 

 

図表４．退職所得課税の見直し（案） 

（出所）財務省資料 

（出所）財務省資料 
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図表５．試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（案） 

 

図表６．環境関連投資促進税制の拡充（案） 

（出所）財務省資料 

（出所）財務省資料 
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図表７．福島復興再生特別措置法の制定に伴う税制上の措置①   

復興特区制度における地域要件の緩和（案） 

（出所）財務省資料 

（出所）財務省資料 

図表８．福島復興再生特別措置法の制定に伴う税制上の措置②   

復興産業集積区域において機械等を取得した場合の特別償却 

又は税額控除制度（案） 
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図表９．福島復興再生特別措置法の制定に伴う税制上の措置③   

避難解除区域において機械等を取得した場合の特別償却又は 

税額控除制度の創設（案） 

 図表 10．福島復興再生特別措置法の制定に伴う税制上の措置④  

避難解除区域において被災被用者等を雇用した場合の税額控除 

制度の創設（案） 

（出所）財務省資料 

（出所）財務省資料 
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図表 11．住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の拡充・延長（案） 

 

図表 12．山林に係る相続税の納税猶予の創設（案） 

（出所）財務省資料 

（出所）財務省資料 
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図表 14．自動車重量税の見直し（案） 

（出所）財務省資料 

 

図表 13．相続税の連帯納付義務の見直し（案） 

（出所）財務省資料 
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図表 15．「地球温暖化対策のための税」について（案） 

（出所）財務省資料 

 

図表 16．石油化学製品の原料用特定揮発油等に係る石油石炭税の還付 

（出所）財務省資料 
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図表 17．国外財産調書制度の創設（案） 

（出所）財務省資料 

 

図表 18．徴収共助に係る国内法の整備（案） 

（出所）財務省資料 
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図表 19．沖縄関連税制における主な対応（案） 

（出所）財務省資料 
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図表 20．平成 24 年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額 

（出所）財務省資料 


